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1　はじめに一1987年練馬区長選挙一
　1987年4月26日、東京都の23特別区のうち16の区で区長選挙が実施されたが、わけても注目を集め
たのが練馬区長選挙だった。第1に、東京で初の女性区長が誕生するかどうか、第2に、3期にわ
たって続いた田畑区政（2期目、3期目はオール与党体制）を継ぐのは、保守・中道勢力かそれと
も革新勢力か、という理由からである。1）
　立候補者は、自民、公明、民社推薦の練馬区前教育長、岩波三郎氏（無新）と、社会、共産、社
民連などの推薦を受けた女性候補、本尾良氏（無新）の2名であった。
　いわゆる基礎票という点からすれば、岩波氏が圧倒的に有利な条件にあるものの、2）選挙の帰趨は、
最後まで予断を許さないと報じられていた。本尾候補が、基礎票の劣勢をかなり挽回したとみられ
たからである。第1に、本尾候補が女性候補であること、第2に、田畑区長が本尾候補の支持にま
わっていること、第3に、当時国政レベルで最大の争点となっていた売上税問題が、自民党支持率
を低下させていたこと、の3点からである。
　筆者は、この練馬区長選挙を題材として、新興団地（光が丘団地）と旧団地（南田中団地）の2
ヵ所で投票行動調査をこころみた。同選挙を素材として選んだのは、次の理由による。
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　三宅一郎は、地方選挙における有権者の投票行動に及ぼす政党支持態度の規定力の程度にしたが
って、「合致」選挙と「逸脱」選挙とに分類した。「合致」選挙とは、ほとんど’の人が自分の支持政
党どうりに投票する選挙をいい、「逸脱」選挙とは、かなり多くの人がその支持政党に反した投票を
行ない投票結果を変える選挙をいう。3）「逸脱」選挙は大抵の場合、特定候補者（基礎票で不利な側）
の個人票の存在によって起こるが、1987年練馬区長選挙では、基礎票で劣勢な側の新人候補である
本尾氏に、まだ個人票といえるものは存在していなかったといってよい。（1）基礎票で不利な本尾候
補が女性候補であること、（2）国政上の重要問題である売上税問題が存在したこと、（3）オール与党体
制であった現区長（当時）が本尾候補についたこと、という別の要因が「逸脱」選挙をもたらす可能
性を秘めていた。そこで、これらの要因が「逸脱」選挙をもたらすほどの力となりうるのかどうか
という点を、実証的データにもとついて検討しようと考えた。
　また、調査対象を団地住民に限定したことの理由は、第1に、調査費用等の制約上やむをえなか
ったこと、第2に、団地には選挙結果の帰趨を決する浮動票が多いとされていること、による。
　調査を実施した時期は、投票日の直後であり、調査方法は、残置アンケート法（回収方法は、回
答者による郵送）で行なった。
　なお、区長選挙の結果は、次のようであった。
　当　岩波三郎　　　124，966票
　　　本尾　良　　　100，158票
　このように、約2万5千票の差をつけて保守・中道の岩波候補が当選を果たした。本尾候補も従
来の基礎票に対し、かなりの上積み票を獲得したものの、最終的には基礎票のカベを破ることはで
きなかった。
　本稿は、今回の練馬区長選挙に際して筆者が実施した団地住民調査の結果の一部を報告するもの
である。同調査の結果の一部は、選挙分析のための一一一　ff料として既に発表しているが、4）本稿では次
の3つの観点からより詳細な分析をこころみたい。
　第1は、投票行動の団地間比較である。居住年数が短く若年層の有権者が多い新興団地の場合と、
居住年数が長く中高年層有権者が多い旧い団地の場合とでは、政治意識や投票行動にどのような相
違がみられるか。
　第2は、今回の選挙のポイントとなった売上税問題と女性候補出馬の影響力の検討である。練馬
区長選挙という地方レベルの選挙において、売上税問題という国政問題が自民票の革新系候補への
流出を招いたか。・・また、女性候補の出馬は有権者（特に女性有権者）にどの程度の訴及力をもった
か。
　第3は、棄権者の分析である。今回の選挙は、昨今の地方選挙での投票率の低下傾向を反映して、
低投票率に終わったが、棄権者はどのような理由から投票に参加しなかったのか。また、投票した
者と棄権した者との間でライフ・スタイルにどのような違いがみられるか。
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II調査の対象と方法
　本調査は、2つの団地の住民を調査対象とした。そのひとつは光が丘団地であり、他は南田中団
地である。光が丘団地は、1981年に着工されたいわゆる新興団地であり、調査実施当時の世帯数は
約6000、入居者数はおよそ18000人にのぼるマンモス団地である。他方、南田中団地は、1966年に着
工された旧い団地で、世帯数約1800、入居者数は約6000人である。
　調査票の配布は、1団地ごとに1500世帯、つまり両団地合わせて3000世帯にのぼる。殆どの世帯
に複数の有権者がいると推測されるので、1世帯あたり2通の調査票を配布した。南田中団地の場
合は、世帯数約1800のうち1500世帯に配布したから、全戸配布に近いかたちとなった。調査票の配
布は、南田中団地の1号棟から順々に行ない、1500世帯に達した時点で終了した。光が丘団地は、
大規模かつ広域にわたる団地であるため、そのうちの3地点を選び、それぞれ大号棟を中心に配布
を行なった。5）なお、調査票の配布は、投票日の投票終了後（4月26日、午後6時以降）及び翌日に行な
っている。回収方法は、回答者に無記名で筆者のもとに郵送してもらうという方法をとった。回収方
法を郵送に依ることは、回収率が低くなるという欠点をもつが、調査費用等の制約上この種の調査
では最も望ましいとされる訪問面接調査法を採ることは不可能であった。
　得られた回答数は、光が丘団地が335世帯、南田中団地は317世帯であった。すなわち世帯数から
する回収率は、光が丘団地22．3％、南田中団地21．1％となる。この回収率は、決して高いとはいえ
ないが、郵送による回収という調査方法の制約上やむを得ない。6）光が丘団地の場合には、1世帯で
2名回答してきた割合が多かったため、回答者数になおすと、光が丘団地552名、南田中団地480名
・となり、光が丘団地の方が72名多い。また、調査に際して、棄権者の場合も回答するよう依頼した
が、回答した棄権者の割合は、実際の棄権率よりもかなり低率であった。今回の選挙の投票率は、
53．56％であったのに対して、本調査の回答者の投票率は光が丘団地で70．7％、南田中団地では78．3
％にものぼっていた。この投票率の歪みは、郵送による回収という回収芳法に起因するところが大
であると考えられるが、この種の歪みは、訪問面接調査法による調査でも常にみられるという。ηと
もかく、今回分析の対象となるのは、自発的に回答を寄せた人々の集団であることを常に留意しな
ければならない。
　回答者の構成は、表1のとおりである。両団地の回答者構成は、年齢、学歴、居住年数、年収と
もに大きな相違がみられる。年齢別構成は、光が丘団地の方が南田中団地よりも若い年齢層が多い。
たとえば、光が丘団地では、20歳代と30歳代で回答者全体の半分をしめているが、南田中団地では、
20歳代と30歳代は全体の2割しかない。また、学歴別にみると、光が丘団地の方が学歴は高いという傾
向を示す。高等教育修了者が、南田中団地では17。5％存在するのに対して、，光が丘団地ではその2
倍の364％にのぼっている。居住年数（練馬区在住期間）は、旧い団地である南田中団地住民の方
が、新興団地の光が丘団地よりも、当然のことながら長い。光が丘団地では、居住年数5年未満の
者が半数を超えているのに対して、南田中団地では、居住年数10年以上の者が8割以上にのぼって
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表1　回答者構成　　（％）
アイ
eム カテゴリー 光が丘団地 南田中団地
性 男性 44．2 42．1
別 女性 55．6 57．9
20歳代 13．4 10．2?
30歳代 37．9 10．2
40歳代 27．5 29．8?
50歳代 13．2 28．3
60歳以上 8．0 21．3
義務教育 13．6 21．5
学 中等教育 49．6 57．9
歴 高等教育 36．1 17．5NA 0．7 3．1
練 1年未満 6．9 0．4?
1年以上3年未満 27．2 1．9??
3年以上5年未満 ・19．0 3．8? 5年以上10年未満 14．9 8．8??
10年以上 28．3 80．4
生まれてからずっと 3．3 4．2
～250万 5．6 26．3
『年 250万～450万 42．8 36．5
450万～600万 28．8 16．9
収 600万～ 18．1 11．3
DK，　NA 4．7 9．1
いる。また、表1には示されていないが、回答者の職業別構成は、団地間で大きな違いはみられな
かった。しかし、年収面では、南田中団地の方に低所得者層が多いという傾向がある。
III調査結果の分析
　1．1政党支持態度
　投票行動の検討に入る前に、両団地住民の政党支持態度について検討してみる。表2は、両団地
住民、及び東京都全体の政党支持率を示してある。8）まず、今回調査した団地住民についてみると、
団地間で大きな差はみられない。両団地とも政党支持率の順位は、自民、社会、共産、公明の順に
なっており、民社、社民連支持者は殆どいない。これを東京都全体の政党支持率と比較すると、自
民党支持率と共産党支持率に著しい差がみられる。自民党支持率は、東京都全体では33．7％である
のに対して、両団地住民では2割程度しか存在しない。反対に、共産党支持率は、東京都民で約4
％しか存在しないのに対して、両団地住民ではその3倍以上の支持率を示している。従来の知見で
は、団地住民は革新政党支持者が多いといわれている歩、1°》今回調査した2つの団地の結果も、その
知見に沿うものとなった。但し、今回の調査で共産党支持率が高く出たことについては、郵送によ
る回収方法に起因するところもあるのではないだろうか。回収方法を郵送に依ると、政治関心が高い
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表2　政党支持率　　（％）
支持政党 光が丘団地 南田中団地 東京都全体
自　　民 21．9 20．0 33．7
社　　会 14．1 18．5 10．5
公　　明 7．4 10．4 6．0
民　　社 1．3 2．1 4．0
共　　産 13．0 14．6 3．9
社民連 1．6 0．8 0．7
その他 0．9 0．4 2．4
な　　し 38．4 30．8 35．2
N　　A 1．3 2．3 3．6
計 100．0 100．0 100．0
（N） （552） （480） （902）
表3　男女別政党支持率　　（％）
（注）　東京都全体のデータは、社会経済国民会議が1987
　　年2月から3月にかけて実施した東京都有権者
　　調査による。9）
者の方が関心度が低い者より回答する傾向があると考えられる。従来の有権者調査によれば、共産
党支持者が最も政治関心が高いので、同党支持者が調査票を返送する率が最も高いと推測すること
も可能である。ll）
　表3は、両団地住民をさらに男女別にみたものである。まず、光が丘団地についてみると、自民
党支持と無党派の割合で男女間に大きな差がみられる。自民党支持率は、男性が27．9％であるのに
対し、女性はそれより10％低い17．3％となっている。反対に、無党派の割合は、男性30．3％に対し
て、女性は45．0％にまで達している。これは、光が丘団地の女性票に浮動票がひじょうに多いこと
を意味する。他方、南田中団地の場合は、男女間で政党支持率に大きな差異がみられない。あえて、
その差異を指摘するならば、自民党と社会党の支持率は男性のほうが3～5％高いこと、及び共産、
公明、無党派の割合は、女性の方が2～3％高いことなどである。
　表4は、年齢別の政党支持率を示している。まず、2つの団地で類似したパターンが2つ挙げら
れる。1つは、自民党支持率が年齢が上がるにつれて増加傾向にあることである。只、南田中団地
光が丘団地 南田中団地
支持政党 男 女 男 女
自　　民 27．9 17．3 22．3’18．3
社　　会 15．2 13ご4 21．316．5
公　　明 7．4 7．2 8．9 11．5
民　　社 1．6 1．0 3．0 1．4
共　　産 12．3 13．712．9 15．8
社民連 2．0 1．3 1．0 0．7
その他 1．6 0．3 0．0 0．7
な　　し 30．3 45．029．2 32．0
N　　A 1．6 1．0 1．5 2．9
計 100．0 100．01 0．0100．0
（N） （244） （307） （202） （278）
表4　年齢別政党支持率　　（％）
光’が 丘　団 地 南田中団地
支持政党 20代 30代 40代 50代 60以上 支持政党 20代 30代 40代 50代 60以上
自　　民 13．5 18．7 21．7 32．9 34．1自　　民 12．2 6．1 22．4 22．1 23．5
社　　会 8．1 16．7 15．1 13．7 9．1 社　　会 12．2・14．3 18．913．2 30．4
公　　明 6．8 35．7 7．2 8．2 15．9 公　　明 12．2 14．3 4．9 14．0 10．8
民　　社 0．0． 1．4 0．7 2．7 2．3 民　　社 0．0 0．0 2．8 2．2 2．9
共　　産 5．4 13．4 15．112．3 18．2共　　産 10．2 18．4 12．6 17．6 13．7
社民連 1．4 2．4． 1．3 1．4 0．0 社民連 0．0 2．0 0．7 1．5 0．0
その他 1．4 1．4 ．0．7 0．0 0．0 ．その他 0．0 ，、0，0． 0．7 0．7 0．0
な　　し 60．8 39．7 36．8 27．4182 な　　し 49．0 44．9 36．424．3 16．7
N　　A 2．7 0．5 “1．3 1．4 2．3 N　　A 4．1 0．0 0．7 4．4 2．0
計 100．0 100．01 0．0100．0100．0 計 100．0 100．01 0．0・ 100．0 100．0
（N） （74） （209） （152） （73） （44） （N） （49） （49） （143） （136） （102）
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の30代の層は20代よりも自民党支持率が低い。また、自民党支持率の年齢差は、光が丘団地の方が
大きい。もう1つの類似パターンは、無党派層の比率が年齢が低い者ほど多ぐなっていることであ
る。とりわけ、光が丘団地の若年層には無党派層が多く、20代のうちのおよそ6割が無党派層であ
る。また、団地間で異なった点として、南田中団地の60歳以上の層で社会党支持率が高いことが挙
げられる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　表5　政党拒否率　　（％）
拒否政党 光が丘団地 南田中団地
自　　民 16．3 14．6
社　　会 3．6 2．5
公　　明 35ユ 41．9
民　　社 2．4 4．0
共　　産 24．5 20．6
社民連 0．0 0．4
な　　し 16．5 13．8
N　　A 1．6 2．3
計 100．0 100．0
衷6　支持政党と拒否政党　　（％）
光　が　丘　団　地
　　　拒否政党
x持政党 自冒 社会 公明 民社 共産 社民連 なし NA 計　　　（N）
自　　民 0．0 8．3 34．7 0．0 47．9 0．0 9．1 0．0 100．0　（121）
社　　会・ 37．2 0．0 37．2 5．1 9．0 0．0 10．3 1．3 100．0　　（78）
公　　明 122 0．0 2．4 0．0 70．7 0．0 12．2 2．4 100．0　’（41）
民　　社 14．3 0．0 28．6 0．0 57．1 0．0 0．0 0．0 100．0　　（7）
共　　産 30．6 1．4 59．7 5．6 0．0 0．0 2．8 0．0 100．0　　（72）
社民連 22．2 11．1 44．4 11．111．1 0．0 0．0 0．0 100．0　　（9）
その他 20．0 0．0 40．0 0．0 20．0 0．0 20．0 0．0 100．0　　（5）
な　　し 14．2 3．8 32．5 1．9 16．5 0．0 30．2 0．9 100．0　（212）
南　田　中　団　地
　　　拒否政党
x持政党 自民 社会 公明 民社 共産 社民連 なし NA 計　　　（N）
自　　民 LO 7．3 38．5 0．0 41．7 0．0 9．4 2．1 100．0　　（96）
社　　会 20．2 0．0 50．6 11．2 7．9 1．1 9．0 0．0 100．0　　（89）
公　　明 22．0 2．0 2．0 2．0 58．0 0．0 10．0 4．0 100．0　　（50）
民　　社 10．0 0．0 20．0 0．0 60．0 0．0 0．0 10．0 100．0　　（10）
共　　産 25．7 1．4 64．3 4．3 0．0 0．0 4．3 0．0 100．0　（70）
社民連 0．0 0．0 75．0 0．0 2510 0．0 0．0 0．0 100．0　　（4）
その他 0．0 0．0 50．0 0．0 0．0 0．0 50．0 0．0 100．0　　（2）
な　　し 12．8 0．7 42．6 3．4 10．8 0．7 25．7 3．4 100．0　（148）
　表5は、政党拒否率を示している。12）同表をみてわかるように、両団地とも拒否率は、公明党がも
っとも高く、続いて共産、自民の順になっている。近年の一般有権者調査では、拒否政党の第1党
は常に共産党であることを考慮にいれると、ここでみられた結果は、特異な分布といえよう。それ
では、支持政党と拒否政党との関係は如何なるものであろうか。表6は、支持政党と拒否政党との
クロス集計の結果である。これをみると、両団地とも、共産党支持者と公明党支持者との間で、お
互いの政党を激しく嫌いあっていることがわかる。共産党支持者の公明党拒否率は、光が丘で59．7
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％、南田中で64．3％であり、公明党支持者の共産党拒否率は、光が丘で70．7％、南田中で58．0％と
なっていた。この結果は、両団地で共産党と創価学会が激しい支持者獲得争いをしていることを反
映しているのではなかろうか。
　2．投票行動・
　次に、両団地住民の投票行動の検討に移ることにする。団地別の投票行動は以下の通りであった。
光が丘団地では岩波候補に投票した者一24．5％、本尾候補に投票した者一44．4％、棄権一29．5％で
あった（NAなど一1．6％）。他方、南田中団地では、岩波候補に投票した者一32．9％、本尾候補に
投票した者一43．5％、棄権一21．5％であった（NAなど一2．1％）。男女別にみても、両団地で男女と
もに、本尾候補に投じた票の方が岩波候補に投じられた票よりも多い（表7）。この調査結果は、岩
波候補が当選を果たしたという実際の選挙結果と食い違う。つまり、この調査結果からする限り、
岩波候補の当選に寄与した票は、この両団地以外のところで投ぜられた票である。
　　　　　　　　　　　　　　　　表7　男女別投票行動　　（％）
光が丘団地 南田中団地
投票行動
?
女 男 女
岩　　波
{　　尾
?@　権
mA，白紙
31．1
R5．2
R1．6
Q．1
18．9
T1．8
Q8．O
k3
31．7
S0．6
Q6．2
P．5
33．8
S5．7
P8．0
Q．5
計 100．0 100．01 0．0 100．0
　男女間で比較すると、両団地とも女性の方が棄権率が低く、また本尾候補に投じられた票の割合
も多い。女性の方が投票率が高い点に関しては、練馬区全体の投票率においても同様である。この
選挙の練馬区の男女別投票率は男性50．40％、女性56．71％で女性の方が約6％高かった。また、女
性で女性候補の本尾候補に票を投じた者の比率は、特に光が丘団地の女性で高い。光が丘団地の女
性の場合、本尾候補に投票した百分率が50％を超えているのに対し、岩波候補に投票した者は20％
以下しかいない。先に触れたように、光が丘団地の女性票には浮動票が多く、これを本尾候補がつ
かんだのである。
　表7の結果からすれば、光が丘団地住民の投票行動には男女間に大きな差が見られる。筆者は、
一歩前進して夫婦間で投票行動にどの程度の不一致がみられたかを調べてみた。表8は、団地別に
夫婦間（推定）の投票行動を示したものである。なお、表8では夫婦が共に投票に行bたものに限
っている。
　表8に示されているように、両団地とも夫婦間の投票行動の一致度は総じて高いものの、新興団
地である光が丘団地では、南田中団地に比してその一致率はおよそ11％低い。個々の投票行動パタ
ーンについてみると、夫婦そろって岩波候補に投票したケースが、光が丘団地では南田中団地の場
合よりも約10％低いのに対して、夫が岩波候補に投票し、妻は本尾候補に投票したというケースは、
光が丘団地の方が南田中団地よりも11％近く多くなっている。この事実は、新興団地である光が丘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一51一
表8　夫婦（推定）の投票行動　　（％）
夫婦の投票行動 光が丘団地 南田中団地
夫婦が同じ候補者に投票 78．3 89．5
両方とも岩波
ｼ方とも本尾
26．1
T2．2
36．0
T3．5
夫婦が異なった候補者に投票 21．7 10．5
夫一岩波、妻一本尾
v一本尾、妻一岩波
16．5
T．2
5．8
S．7
（N） （115組） （86組）
（注）本表は、夫婦が共に投票したとする家庭のみを含む。
団地においては、．女性候補の出馬が女性票の獲得に大きな効果があったとみなすことができる。
　また、年齢別に投票行動を検討したところ、表9のような結果が得られた。同表をみてわかるよ
うに、全般的にみて両団地は類似したパターンを示している。その類似したパターンとは、以下の
とおりである。第1に、年齢が上がるにつれて棄権率が低下傾向にある。只、20代の棄権率が光が
丘団地の方が約15％高く、また南田中団地の60歳以上の層は50代よりも若干高い棄権率を示してい
た（50歳代の棄権率は15．4％、60歳以上の棄権率16．7％）。13）第2に、年齢が上がるにつれて岩波候補
に投票したとする者の百分比が増加傾向にある。只、両団地とも20代よりも30代の方が岩波候補に
衷9　年齢別投票行動 （％）
光が丘団地 南田中団地
年　齢 岩　波 本　尾 棄権など 計 岩　波 本　尾 棄権など 計
20代 18．9 29．7 51．4 100．0 22．4 40．8 36．7 100．0
30代 16．7 44．0 39．2 100．0 12．2 53．1 34．7 100．0
40代 22．4 54．6 23．0 100．0 34．3 40．6 25．2 100．0
50代 41．1 39．7 19．2 100．0 40．4 42．6 16．9 100．0
60以上 50．0 43．2 6．8 100．0 35．3 46．1 18．6 100．0
投票した者の割合が少ないこと、および南田中団地の60歳以上の層は、50代よりも岩波投票者の割
合が低いことが注目される。第3に、本尾候補に票を投じたとする者の割合は、年齢差があまりみ
られない。敢えて団地差を指摘すれば、本尾投票者の割合が最も多い年齢層が、光が丘団地では40
代であるのに対して、南田中団地ではそれが30代であることである。
　〈投票理由〉
　今回の選挙で1票を投じた者は、どのような理由からある候補者に投票したのであろうか。表10
は、投票行動と投票理由のクロス集計の結果であり、表11は投票理由を男女別にみたものである。
　まず表10をみると、全体として団地間であまり差がないことがわかる。投票理由についての質問
は、選択肢のなかから1つまたは2っを選んでもらうようにしたので、回答者のなかには1つだけ
選んだ者と2つ選んだ者がいる。表10をみてわかるように、複数回答者の割合は、両団地とも本尾
候補に投票した者の方が、岩波候補に投票した者よりも多い（投票理由のパーセンテージの合計が、
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両団地とも、岩波投票者では120％台であるのに対して、本尾投票者では、150％台にのぼっている）。
これは、人物本位で投票した者が、本尾投票者により多いためである。事実、e支持政党が推してい
るから」という政党本位の理由を挙げた者は、両団地とも、岩波投票者で4割程度存在しているの
に対して、本尾候補に投票した者のなかでは3割前後にとどまる。
表10　投票行動と投票理由　　（％）
光が丘団地 南田中団地
投票理由 岩波投票者 本尾投票者 岩波投票者 本尾投票者
支持政党が推しているから 40．0 29．8 42．4 32．5
家族の意見を聞いて 7．4 4．5 3．2 4．8
知人に頼まれたから 3．0 4．9 8．9 6．2
所属団体が推しているから 4．4 6．5 6．3 6．7
候補者のイメージがいいから 5．9 7．8 7．0 10．5
行政手腕がありそうだから 35．6 9．4 28．5 8．6
政策に共鳴したから 4．4 21．2 9．5 23．4
人柄が良さそうだから 13．3 20．0 13．3 12．4
現区長が推しているから 3．7 24．9 1．9 31．6
女性の候補者だから 一 19．6 一 12．4その他 11．1 5．3 5．1 4．3
計 128．9 153．9 125．9153．6
　つづいて表11をみると、いくつかの項目で男女差がみられる。比較的大きな差がみられるのは、
「支持政党が推しているから」と「女性の候補者だから」の2つである。「支持政党が推しているか
ら」と回答した者は、両団地とも男性で約4割存在しているのに対して、女性では3割前後に落ち
る。この結果から、政党本位で票を投じた者の割合が、女性より男性により多いことがわかる。「女
性の候補者だから」という理由を挙げた者は、両団地とも女性のほうが男性よりも多く、また新興
団地である光が丘団地住民のほうが旧い団地である南田中団地住民よりも多かった。とりわけ、そ
のパーセンテージが多いのは、光が丘団地の女性で、17．9％にのぼっているのに対して、南田中団地
の男性ではその比率は、わずか1．3％であった。候補者が女性であるということは、主に新住民の女
　　　　　・　　　　　　　　　　　　表11　男女別投票理由　　（％）
光が丘団地 南田中団地
投票理由 男 女 男 女
支持政党が推しているから 40．0 28．4 40．3 33．5
家族の意見を聞いて 5．5 5．5 3．4 4．4
知人に頼まれたから 2．4 5．5 4．0 9．3
所属団体が推しているから 3．0 7．8 7．4 5．7
候補者のイメージがいいから 9．7 5．0 8．7 8．8
行政手腕がありそうだから 18．8 18．3 20ユ 16．7
政策に共鳴したから 11．5 17．9 14．8 19．4
人柄が良さそうだから 11．8 21．6 10．1 14．5
現区長が推しているから 13．9 19．7 20．1 17．2
女性の候補者だから 5．5 17．9 1．3 10．6
その他 10．9 5．0 6．0 3．5
計 133．3 152．8 136．2 143．6
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性有権者に効果をもたらしたのである。
　〈政党支持態度と投票行動〉
　従来の知見によれば、全国レベルの選挙であれ、地方レベルの選挙であれ、政党支持態度が投票
行動を規定する最大の要因であるとされている。しかしその一方で、地方選挙の場合には候補者の
個性や経歴、選挙運動の進め方などの要因によって、政党支持態度の規定力が減ずることもありう
るという。14）
　1987年の練馬区長選挙では、政党支持態度の規定力を弱めうるような要因がいくつかあったと思
われる。それは前述の、売上税問題や革新女性候補の出馬、及び現区長が革新系候補についたこと
などである。してみれば、政党支持態度が投票行動をどの程度まで規定したのか、・調査結果に従い
ながら検討をこころみることにする。
　表12から全般的傾向としていえるのは、自分の政党支持態度に逆らった投票を行なった者は、少
ないということである。光が丘団地で自民、公明、民社のいずれかを支持政党としながら本尾候補
に投票した者は、12．6％、社会、共産、社民連支持者の中で岩波候補に投票した者は4．4％しかいな
い。また、南田中団地で自民、公明、民社のいずれかを支持しながら本尾候補に投票した者は10．3％、
社会、共産、社民連支持者の中で岩波候補に投票した者は5．6％のみであった。これらの結果からすれ
ば、今回の練馬区長選挙においても、政党支持態度が投票行動の決定要因として強く働いていたこと
表12　支持政党と投票行動　　（％）
光　が　丘　団　地
　　投票x持政党 岩波 本尾 棄権 NAなど 計　　　　（N）
自　民 51．2 11．6 34．7 2．5 100，0　　（121）
社　会 5．1 71．8 21．8 1．3 100．0　　（78）
公　明 80．5 12．2 4．9 2．4 100．0　　　（41）
民　社 28．6 28．6 42．9 0．0 100．0　　　（7）
共　産 2．8 87．5 9．7 0．0 100．0　　　（72）
社民連 11．1 44．4 44．4 0．0 100．0　　　（9）
な　し 13．2 45．3 40．1 1．4 100．0　　（212）
南　田　中　団　地
　　投票
x持政党 岩波 本尾 棄権 NAなど 計　　　　（N）
自　民 72．9 10．4 16．7 0．0 100．0　　　（96）
社　会 5．6 67．4 24．7 2．2 100．0　　（89）
公　明 86．0 4．0 8．0 2．0 100．0　　　（50）
民　社 30．0 40．0 20．0 10．0 100。0　　（10）
共　産 2．9 85．7 11．4 0．0 100．0　　（70）
社民連 50．0 25．0 25．0 0．0 100．0　　　（4）
な　し 20．9 43．9 32．4 2．7 100．0　　（148）
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を示す。したがって、三宅一朗の「逸脱」選挙と「合致」選挙の区分にしたがえば、この選挙は「合
致」選挙のカテゴリーに入る。次に、団地別の比較を行ないながらさらに検討を深めてみよう。
　社会、共産支持層の投票行動は、団地問で差はみられない。社会党支持者は、両団地とも約7割
が本尾候補に投票し、岩波候補に投票した者は5％程度、棄権した者は25％にみたない。共産党支
持者の場合は、両団地とも8割以上のものが本尾候補に投票し、棄権者は約1割、岩波候補に投票
したとする者は極く少数であった。
　公明、民社支持層の投票行動も、両団地でほぼ一致している。公明党支持者は、両団地とも8割
以上が岩波候補に投票し、棄権率は1割以下である。団地間でいくらか差異がみられたのは、本尾
候補に投票した有権者の割合である。南田中団地ではそれが4．0％しか示していないのに対して、光
が丘では12．2％に達している。これは、光が丘の女性の公明党支持者のうち18．2％が本尾候補に投
票したことによる。また、民社党支持者‘よ両団地とも岩波、本尾両候補にほぼ均等に分かれている。
つまり、民社党への支持態度が投票行動をさほど強力に規定していなかったといえよう。
　自民支持層の投票行動は、岩波投票者の場合、及び棄権者の場合において、団地問に差異がみと
められた。岩波候補に票を投じた者の割合は、南田中の方が20％程度多く、逆に棄権者の割合は、
光が丘団地の方が20％近く多いのである。年齢別に検討したところ、自民党支持者は、年齢の高い
層ほど棄権率が減少し、岩波候補に票を投ずる者が増大するという傾向をみせている。したがって、
若い年齢層の入居者が多い光が丘団地は南田中団地に比べ棄権率も高く、岩波候補に票を投じた者
の割合が少なくなっている。
　最後に、無党派層の投票行動を検討してみることにする。表12の示すところでは、両団地とも無
党派層は、本尾候補に票を投じた者が最も多くなっている。特に、光が丘団地の無党派層の票は、
本尾候補に流れており、本尾候補に票を投じた者が45．3％を示すのに対して、岩波候補に票を投じ
たとする者は13．2％しかいない。
　無党派層の男女別比較をこころみたところ、本尾候補に票を投じた者は、両団地とも女性のほう
が多い。光が丘の男性無党派層は、岩波候補に票を投じた者17．6％、本尾候補に票を投じた者31．1
％、棄権・無回答51．4％であるのに対して、女性無党派層は、岩波候補に票を投じた者10．9％、本
尾候補に票を投じた者52．9％、棄権36．2％であった。また、南田中団地の男性無党派層は、岩波候
補に票を投じた者20．3％、本尾候補に票を投じた者39．0％、棄権・無回答40．7％であるのに対して、
女性無党派層は、岩波候補に票を投じた者21．3％、本尾候補に票を投じた者47．2％、棄権・無回答
31．5％であった。この結果からすると、女性候補の出馬は、女性無党派層の票を獲得する上で一定
の効果をもったといえる。
　ここで、無党派層の投票行動を拒否政党別に検討してみることにしよう。表13にしたがって、こ
れを述べてみると、まず第1に、両団地ともほぼ一致した傾向がみられるのである。自民党と公明
党を拒否政党としている無党派層で投票した者は、その大半が本尾候補に票を投じている。それに
対して、共産党を拒否政党としている無党派層は、本尾候補に投票した者よりも岩波候補に投票し
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表13無党派層の投票行動（拒否政党別）　（％）
光　が　丘　団　地
　　投票藻ﾛ政党 岩　波 本　尾 棄　権 計　　　（N）
自　民 6．7 56．7 36．7 100．0　　（30）
公　明 11．6 53．6 34．8 100．0　　　（69）
共　産 25．7 17．1 57．1 100．0　　　（35）
な　し 10．9 40．6 48．4 100．0　　　（64）
南　田　中　団　地
　　投票藻ﾛ政党 岩　波 本　尾 棄　権 計　　　　（N）
自　民 5．3 57．9 36．8 100．0　　　（19）
公　明 17．5 50．8 31．8 100．0　　　（63）
共　産 50．0 25．0 25．0 100，0　　　（16）
な　し 18．4 39．5 42．1 100．0　　　（38）
（注）　拒否政党に社会、民社、社民連を答えた者は、実数が少ない
　　ので本表では除外した。
た者の方が多い。また、支持政党も拒否政党もないとした層の場合は、両団地とも、本尾候補に票
を投じた者が4割前後おり、岩波候補に票を投じた者よりもかなり多い。なお、この層の投票行動
には、男女間で差異がみられた。本尾候補に票を投じた者の割合は、光が丘団地の男性の28．6％に
対し、同じく光が丘団地の女性は50．0％、南田中団地の男性は29．4％であったのに対して、南田中
団地の女性は47，6％を示していた。こうしてみると、支持政党も拒否政党も持たない女性有権者の
場合は、本尾という女性候補の出馬によって大きな影響を受けたといえる。
　〈売上税導入に対する態度と投票行動＞
　1987年3月に行なわれた参議院岩手県補欠選挙では自民党候補が社会党候補に敗れ、また、同年
4月12日に実施された統一地方選挙の前半戦では、自民党が事実上の敗北を喫した。これら自民党
の敗因は、売上税問題にあったというのが大方の一致した見方だった。統一地方選挙の後半戦の1
つである練馬区長選挙においては、こうした売上税問題の影響が出てきたのであろうか。筆者の行
なった調査結果をもとに、検討してみよう。
　売上税に対する住民の態度は、両団地ともほぼ一致していた。すなわち、光が丘団地では、売上
税導入に「賛成」8．5％、「反対」62．3％、「どちらともいえない」23．0％、「わからない」5．4％であ
った。また、南田中団地では、「賛成」8．1％、「反対」67．7％、「どちらともいえない」16．7％、「わ
からない」6．7％であった．これら団地住民の態度は、当時の一般国民のそれと大差なかった。1987
年3月に実施された朝日新聞全国世論調査の結果によれば、売上税の導入に「賛成」7％、「反対」
82％、「その他・答えない」11％であった。15）反対者の比率において、団地住民は一般国民よりも少
ないが、これは主に回答の選択肢の違いによると考えられる。また、団地住民の売上税に対する態
度を支持政党別にみたところ、売上税に賛成している者は、両団地とも、自民党支持層以外に殆ど
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存在しなかった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，それならば、自民党支持層の投票行動に対する売上税問題の影響はあったのだろうか。表14から
すると、光が丘団地では売上税問題に対する賛否と投票行動とのあいだに、ほとんど関連性はみら
れない。これに対して、南田中団地では売上税問題に対する態度の違いによって、投票行動に違い
が出てきているのである。この団地による差異の解釈は、極めて困難である。しかし、調査結果か
らいえるのは、自民党支持者で売上税導入に反対している層の票が、さほど本尾候補に流れていな
いということである。自民党支持だが売上税には反対という者の中で、本尾候補に投票した者は、
光が丘団地で12．5％、南田中団地で21．4％しか存在しない。これを岩波候補に投票した者に比べる
表14売上税に対する態度と投票行動
　　　（自民党支持者） （％）
光　が　丘　団　地
　　　　　　　　　投票
э辮ﾅ 岩　波 本　尾 棄権・NA 計　　　　（N）
賛成 53．6 10．7 35．7100．0　　　（28）
反対 47．5 12．5 40．0100．0　　　（40）
どちらともいえない・DK 53．9 9．6 36．5 100．0　　　（52）
南　田　中　団　地
　　　　　　　　　投票
э辮ﾅ 岩　波 本　尾 棄権・NA 計　　　　（N）
賛成 89．7 6．9 3．4 100．0　　　（29）
反対 57．1 21．4 21．4 100．0　　　（28）
どちらともいえない・DK 71．1 5．3 23．7 100．0　　　（38）
と、その比率はかなり少ない。してみれば、自民党支持層にとっては、売上税問題の影響はさほど
大きくなかったとみてよいであろう’。これは、売上税法案が投票日の3日前に事実上の廃案になっ
たことにもよると考えられる。
　3．棄権者
　1987年の統一地方選挙は、全般的に低投票率に終わった。この低投票率は練馬区においてもみら
れた。4月12日の東京都知事選挙の際の練馬区の投票率は、史上最低の43．71％を示し、2週間後の
練馬区長選挙では、1974年の区長公選復活後、最低の投票率である53．56％を記録した。
　ここでは、まず区長選挙に棄権をした理由を調べ、次に投票者と棄権者のあいだのライフ・スタ
イルの違いについて検討をすすめてみることにする。
　〈棄権理由〉
　今回の選挙で棄権した人ぴとは、どのような理由から棄権したのであろうか。表15によれば、ま
ず、「選挙に関心がなかったから」という無関心派が、両団地とも、約4分の1を占めている。また、
「好きな候補者がいなかったから」と「誰が区長になっても同じだと思ったから」という理由を挙げ
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表15　棄権i理由　　（％）
棄　権　理　由 光が丘団地 南田中団地
選挙に関心がなかったから 23．5 23．1
好きな候補者がいなかったから 11」 10．6
誰が区長になっても同じだと思ったから 11．7 12．5
新転入者で居住要件を満たしていなかった 5．6 1．0
仕事が忙しかった 25．9 21．2
旅行中で不在であった 8．0 10．6
病気あるいは身体障害であった 2．5 15．4
その他 9．9 4．8
NA 1．9 1．0
?（??
100．0
i162）
100．0
i104）
た者は、合計すると両団地とも、同じく4分の1近くにのぼる。このように、棄権者のうちの半数
近くの者が、選挙に無関心あるいは投票意欲をかきたてるほど訴及力をもった候補者が不在のため
に棄権した、と答えているのである。
　そして、残りの半数の者は主に個人的な理由によって棄権したと回答している。たとえば、「仕事
が1亡しかったから」という理由を挙げた者は、光が丘団地では、25．9％、南田中団地では21．2％と
なっている。団地間で5％近い差がみられるのは、光が丘団地に比べ南田中団地の住民の中に、定
年退職をした高齢者が多いためと推測される。
　両団地の間で大きな差異がみられたのは、「新転入者で居住要件を満たしていなかった」とする理
由と、「病気あるいは身体障害であった」とする理由である。「新転入者で居住要件を満たしていな
かった」と答えた者は、光が丘団地住民の方に多い（光が丘5．6％、南田中1．0％）。これは、光が丘
団地が新興団地であるために、入居したばかりの住民が一定数存在しているからである。また、「病
気あるいは身体障害であった」と回答した者は、南田中団地住民の方がかなり多い（南田中15．4％、
光が丘2．5％）。これは、南田中に高齢者が多いことに起因している。南田中団地の65歳以上の棄権
者のうち、58．3％の者が棄権した理由として「病気あるいは身体障害であった」を選択していた。
　また、「その他」としては、子供の世話に忙しくて投票にいきそびれたとか、ふだん自民党を支持
しているが売上税問題で自民党にいや気がさしたため棄権した、といった理由を挙げた者もいた。圃
　く投票者・棄権者のライフ・スタイル〉
　近年、地方選挙の投票率が低下傾向にあるのは、地方選挙が有権者にとって面白くなくなってき
たのがその原因である、という指摘がなされている。16》そして、選挙が面白くなくなってきたのは、
対立候補のない無競争選挙や実質的には競争にならない首長選挙が蔓延しているためであるともい
う。しかし、今回の練馬区長選挙は、実質的に無競争であった前2回の練馬区長選挙に比べると、
はるかに激戦であり、話題性にもとんだ選挙だった。17）
　それにもかかわらず、投票率が低下したというのは何なのだろうか。有権者のなかに、そもそも
時間と労力をさいてまで投票に行く気にならないといった意識が根づいてしまっているのではない
か、と考えられるのである。従来の政治参加研究で取り上げられてきた政治参加の規定要因として
は、個人の属性（性別、年齢など）、政治的関与（政治的関心、政党支持など）、及び組織加入（後
援会加入など）がある。18）しかしながら、それらの要因の他に「人々の生き方のパターンであり『、そ
のもとになっているものの見方感じ方のパターン」19）と定義されるライフ・スタイルの観点から棄権
の問題を検討してみることも必要であると考える。そこで、筆者は投票者と棄権者のライフ・スタ
イルの違いを検討してみた。
　本調査では、表16に挙げられている8個の項目（「清く、正しく」、「愛に生きる」……）のなかか
表16投票者、棄権者のライフ・スタイル　　（％）
光が丘団地 南田中団地
ライフ・スタイル 棄権者　投票者 棄権者　投票者
清く、正しく 22．7＜38．4 25．2く52．6
愛き生きる 14．1　　12．9 11．7　　12．8
趣昧にあう生活 50．3　　42．4 46．6　　34，6
日々をのんきに 34．4　　27．6 28．2　　22．9
金持ちになる 14．1　　10．016．5　　9．0
社会につくす 13．5　　19．2 14．6　　20．7
名をあげる 4．9　　1．8 1．0　　0．8
仕事に生きる 19．0　　21．1 30．1　　20．4
計 173．0　173．4 173．8　174。1
不等号は有意差（κ2検定5％水準）
ら、自分のライフ・スタイルに近いと思われるもの2つを選んでもらった。しかし、実際には、こ
のうち1つしか選択しなかった者が回答者のほぼ4分の1、存在した。
　表16から、両団地で共通してみられる傾向を取り上げると、次のようである。
　投票者が棄権者よりも大きい値を示しているのは、「．清く、正しく」と「社会につくす」である。
とくに、「清く、正しく」と答えた者は、両団地とも投票者と棄権者との間で大きな落差がみられる。
ではなぜ、「清く、正しく〕というライフ・スタイルが投票参加と強い相関関係をもつといえるので
あろうか。「清く、正しく」というライフ・スタイルは、世め中に対するたてまえ重視のそれである。
投票に行くのも国民の義務であるとすれば、投票参加義務感につながっていくであろう。
　他方、統計的に有意水準に達していないものの、両団地で共通して棄権者の方が大きな値を示し
ているのは、「趣味にあう生活」、「日々をのんきに」、「金持ちになる」の3つである。この3つは、
すべて私生活中心主義を表している。私生活中心主義の価値観をもつ人々は、社会に対するたてま
えや義務をあまり重視しない。したがって投票参加義務感も弱くなると考えられる。　　’伽
　さきに表9で検討したように、投票率は年齢と強い相関関係をもっていることがわかった。そこ
で、ライフ・スタイルと年齢の関係をみると、若年層では「清く、正しく」を選択した者の割合が
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図1　「清く、正しく」を選択した者の割合〔年齢別〕
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少ない（図1）。ここから、投票率の年齢差をもたらす要因の1つとして、ライフ・スタイルの年齢
差が考えられる。さらに、年齢別に「清く、正しく」を選択した者とそれを選択しなかった者との
2グループ間の投票率の差を検討したところ、図2のような結果が得られた。すなわち、2グルー
プ間の投票率の差は、両団地とも若年層ほど大きく、年齢が上がるにつれて縮まる傾向にあった。
この結果からすると、、若年層ほど投票参加に対するライフ・スタイルの規定力が強く、中高年層は
それが比較的弱いといえる。これは、年齢が上がるにつれて政治的関与や組織加入といった他の要
　　　　　　　　　　　　　　図2　ライフ・スタイルと投票率〔年齢別〕
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因が投票参加をより規定していくようになるためと考えられる。
　さらに注目しなければならないのは、投票参加と強い相関関係のみられた「清く、正しく」とい
うライフ・スタイルをもつ人々が、一般国民において、この30年間に著しく減少しているのに対し
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て、棄権と関連性を有する「趣味にあう生活」や「日々をのんきに」というライフ・スタイルをも
っ人々の割合は増加傾向にあるという事実である（図3）。このようなライフ・スタイルの変化と、
今回の団地住民調査の結果を照合してみると、地方選挙における投票率の低下傾向は、選挙が面白
くなくなってきたためだけではなく、有権者の側におけるライフ・スタイルの変化が一因になって
いるのではなかろうか。
図3　ライフ・スタイルの変化：1953－1983（一般国民）2°〕
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（注）統計数理研究所が行なった国民性調査のデータによる。
IV　むすび
　本稿は、新旧2つの団地の住民を対象として行なった調査結果をもとに、1987年練馬区長選挙に
おける団地住民の投票行動の検討をこころみたものである。その結果、見出された諸事実を、ここ
で3つの観点からまとめて本稿の結論としたい。
　第1に、同じ団地住民といっても、居住者の年齢層、居住年数の異なる2つの団地では、投票行
動にある違いが見出された。男性の投票行動に関しては、両団地の住民は同質的といえるものであ
ったが、女性のそれに関して団地間で差異が認められた。それは、新興団地の光が丘団地に居住す
る女性は、南田中団地の女性に比して革新系女性候補の本尾候補により引きつげられたことである。
　第2に、今回の選挙のポイントとなった売上税問題、女性候補の出馬、といった要因は、「逸脱」
選挙をもたらす程の力とはならなかった。当時最大の争点となっていた売上税法案が、投票日の3日
前に事実上の廃案になったことも影響したと考えられる。
　第3に、今回の選挙で投票に出向いた者と棄権した者との間には、ライフ・スタイルに差異が認
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められた。「清く、正しく」という項目を選択した者の比率において、両団地とも投票者が棄権者よ
りも統計的に有意に多かった。年齢別にみると、20代、30代の比較的若い有権者の間でライフ・ス
タイルと投票行動との関連性が大きく、40代以上の者のあいだではそれらの関連性が低い。したが
って、ライフ・スタイルが投票参加に及ぼす規定力の度合いは、比較的若い有権者のあいだで大き
いといえる。
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